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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操舵力を発生するためのアクチュエータとしての複数の電動モータと、上記電動モータ
に接続された第１の減速機構と、上記第１の減速機構に接続された第２の減速機構と、上
記第２の減速機構に接続された舵取り機構と、を備え、
　上記電動モータおよび上記第１の減速機構を含むサブアセンブリが構成されており、
　上記第１の減速機構は、複数の駆動部材と、従動部材と、を含み、
　上記電動モータの回転軸と上記従動部材の支軸とが平行であり、
　上記第１の減速機構の各駆動部材が、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ接続され
、且つ上記第１の減速機構の上記従動部材に伝動可能に連結されていることを特徴とする
車両用操舵装置。
【請求項２】
　請求項１において、上記第１の減速機構の駆動部材および従動部材は、互いに噛み合わ
される歯車を含み、上記歯車は平歯、山歯またははす歯であることを特徴とする車両用操
舵装置。
【請求項３】
　請求項２において、上記従動部材は、同軸に連結された２つのはす歯歯車を含み、上記
２つのはす歯歯車の歯すじ方向が互いに異なっていることを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項４】
　請求項１において、上記駆動部材および上記従動部材が、無端帯を介して伝動可能に連
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結されていることを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項５】
　請求項４において、
　上記第１の減速機構の各駆動部材は、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ同行回転
可能に連結され、
　上記複数の駆動部材は、上記無端帯に内接する駆動部材と、上記無端帯に外接する駆動
部材と、を含むことを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項６】
　請求項１から５の何れか１項において、上記従動部材の回転角を検出する回転角検出装
置を備えることを特徴とする車両用操舵装置。
【請求項７】
　請求項１または５において、上記複数の電動モータのうち何れか１つの電動モータの回
転軸の回転角を検出する回転角検出装置、または上記第１の減速機構の駆動部材および従
動部材の何れか１つの回転角を検出する回転角検出装置の何れか一方を備えることを特徴
とする車両用操舵装置。
【請求項８】
　請求項１から７の何れか１項において、上記従動部材に作用するスラスト方向の力を弾
性的に受ける弾性部材を備えることを特徴とする車両用操舵装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両用操舵装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　車両用操舵装置として、複数の電動モータの回転力を、各電動モータ毎に、クラッチお
よび減速機構を介して、操舵機構に与えて操舵補助する電動パワーステアリング装置が提
案されている（例えば特許文献１を参照）。
【特許文献１】特開平８－２５８７２８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、複数のモータを用いる場合、組み立てに手間がかかる。また、電動パワ
ーステアリング装置に要求される種々の仕様に対して、容易に対応できない。
　本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、組み立て易く、且つ種々の仕様に容易
に対応することができる車両用操舵装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記課題を解決するため、本発明は、操舵力を発生するためのアクチュエータとしての
複数の電動モータ（１６１，１６２，…）と、上記電動モータに接続された第１の減速機
構（１７；１７Ａ；１７Ｂ；１７Ｃ；１７Ｄ；１７Ｅ）と、上記第１の減速機構に接続さ
れた第２の減速機構（１８）と、上記第２の減速機構に接続された舵取り機構（Ａ）と、
を備え、上記電動モータおよび上記第１の減速機構を含むサブアセンブリ（ＳＡ；ＳＡ１
）が構成されており、上記第１の減速機構は、複数の駆動部材（２１１，２１２，…；８
１１，８１２）と、従動部材（２２；２２１，２２２，…；８２）と、を含み、上記電動
モータの回転軸（２０）と上記従動部材の支軸（３２；８４）とが平行であり、上記第１
の減速機構の各駆動部材が、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ接続され、且つ上記
第１の減速機構の上記従動部材に伝動可能に連結されていることを特徴とするものである
。
【０００５】
　本発明では、アクチュエータおよび第１の減速機構をユニット化してあるので、例えば
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、アクチュエータを共通とし、第１の減速機構の減速比を変更することにより、ユニット
の仕様を容易に変更することができる。したがって、種々の特性の車両用操舵装置に容易
に適用することができる。また、アクチュエータおよび第１の減速機構をサブアセンブリ
として予め組み立てておくことができるので、組み立て性がよい。
【０００６】
　また、上記第１の減速機構は、駆動部材（２１１，２１２，…；８１１，８１２）およ
び従動部材（２２；２２１，２２２，…；８２）を含み、上記アクチュエータとしての電
動モータの回転軸（２０）と上記従動部材の支軸（３２；８４）とが平行であるので、下
記の利点がある。すなわち、電動モータの回転軸の軸方向に関して、駆動部材および従動
部材を同じ位置に配置することができるので、電動モータの回転軸の軸方向に関して、サ
ブアセンブリを小型にすることができ、ひいては車両用操舵装置を小型にすることができ
る。
　また、上記アクチュエータは、複数の電動モータ（１６１，１６２，…）を含み、上記
第１の減速機構の駆動部材が複数設けられ、上記第１の減速機構の各駆動部材が、対応す
る電動モータの回転軸にそれぞれ接続され、且つ上記第１の減速機構の上記従動部材に伝
動可能に連結されているので、下記の利点がある。すなわち、複数のモータを横並びで配
置するとともに、対応する電動モータの回転軸に接続された各駆動部材および従動部材を
、上記回転軸の軸方向に関して同じ位置に配置することができる。したがって、電動モー
タの回転軸の軸方向に関して、サブアセンブリをより小型にすることができ、ひいては車
両用操舵装置をより小型にすることができる。
【０００７】
　また、上記第１の減速機構の駆動部材および従動部材は、互いに噛み合わされる歯車（
２１１，２１２，２２；２１１，２２１，２１２，２２２；…）を含み、上記歯車は平歯
、山歯またははす歯である場合がある（請求項２）。この場合、歯車伝動を用いるので、
動力伝達が確実である。特に、はす歯を用いた場合には、歯の噛み合い率を高くすること
ができるので、高出力を伝達するうえで好ましい。
【０００９】
　また、上記従動部材は、同軸に連結された２つのはす歯歯車（２２１，２２２）を含み
、上記２つのはす歯歯車の歯すじ方向（Ｘ１，Ｘ２）が互いに異なっている場合がある（
請求項３）。この場合、２つのはす歯に作用する駆動反力の軸方向成分（スラスト力）が
、互いに逆方向に働いて相殺される。その結果、特に高速回転のときに、スラスト力に起
因した歯車の伝達効率の低下を抑制することができる。すなわち、第１の減速機構の伝達
効率を向上することができる。
【００１０】
　また、上記駆動部材および上記従動部材が、無端帯（８３）を介して伝動可能に連結さ
れている場合がある（請求項４）。この場合、無端帯の取りまわしの自由度が高いので、
駆動部材および従動部材の設置の自由度を高くすることができる。ひいては、スペースの
狭い箇所にも本車両用操舵装置を設置することが可能となる。
　また、上記第１の減速機構の各駆動部材は、対応する電動モータの回転軸にそれぞれ同
行回転可能に連結され、上記複数の駆動部材は、上記無端帯に内接する駆動部材（８１１
，８１４）と、上記無端帯に外接する駆動部材（８１２，８１３）と、を含む場合がある
（請求項５）。この場合、無端帯に外接する駆動部材および内接する駆動部材が、互いに
他の駆動部材に対して無端帯を押し付けるように、無端帯に張力を負荷することになる。
したがって、別途にテンショナを設ける必要がなく、構造を簡素化することができる。
【００１１】
　また、上記従動部材の回転角を検出する回転角検出装置（７４）を備える場合がある（
請求項６）。電動モータの回転軸に連動して回転している従動部材の回転角を検出するの
で、従来用いていた、電動モータ内の回転角検出装置を廃止することが可能となる。
　また、上記複数の電動モータのうち何れか１つの電動モータの回転軸の回転角を検出す
る回転角検出装置（７４Ｂ）、または上記第１の減速機構の駆動部材および従動部材の何
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れか１つの回転角を検出する回転角検出装置（７４Ａ；７４）の何れか一方を備える場合
がある（請求項７）。この場合、複数の電動モータを用いる場合に、何れか１つの電動モ
ータか、何れか１つの駆動部材か、何れか１つの従動部材の回転角を検出することで、各
電動モータの回転角の検出を代用することができる。したがって、構造を格段に簡素化す
ることができる。
【００１２】
　また、上記従動部材に作用するスラスト方向の力を弾性的に受ける弾性部材（５６，５
７）を備える場合がある（請求項８）。この場合、上記スラスト力に起因した歯車の伝達
効率の低下を抑制することができる。すなわち、第１の減速機構の伝達効率を向上するこ
とができる。
　なお、上記において、括弧内の英数字は、後述する実施形態における対応構成要素の参
照符号を表すものであるが、これらの参照符号により特許請求の範囲を限定する趣旨では
ない。
 
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明の好ましい実施の形態を添付図面を参照しつつ説明する。
　以下、添付図面を参照しつつ本発明の実施の形態について説明する。図１は、本発明の
一実施形態の車両用操舵装置としての電動パワーステアリング装置の構成を模式的に示す
概略図である。
　図１を参照して、電動パワーステアリング装置１は、ステアリングホイール等の操舵部
材２に連結しているステアリングシャフト３と、ステアリングシャフト３に自在継手４を
介して連結される中間軸５と、中間軸５に自在継手６を介して連結されるピニオン軸７と
、ピニオン軸７の端部近傍に設けられたピニオン歯７ａに噛み合うラック歯８ａを有して
自動車の左右方向に延びる転舵軸としてのラックバー８とを有している。ピニオン軸７お
よびラックバー８により、ラックアンドピニオン機構からなる舵取り機構Ａが構成されて
いる。
【００１４】
　ラックバー８は車体に固定されるハウジング９内に図示しない複数の軸受を介して直線
往復動自在に支持されている。ラックバー８の両端部はハウジング９の両側へ突出し、各
端部にはそれぞれタイロッド１０が結合されている。各タイロッド１０は対応するナック
ルアーム（図示せず）を介して対応する転舵輪１１に連結されている。
　操舵部材２が操作されてステアリングシャフト３が回転されると、この回転がピニオン
歯７ａおよびラック歯８ａによって、自動車の左右方向に沿ってのラックバー８の直線運
動に変換される。これにより、転舵輪１１の転舵が達成される。
【００１５】
　ステアリングシャフト３は、操舵部材２に連なる入力側のアッパーシャフト３ａと、ピ
ニオン軸７に連なる出力側のロアーシャフト３ｂとに分割されており、これらアッパーお
よびロアーシャフト３ａ，３ｂはトーションバー１２を介して同一の軸線上で相対回転可
能に互いに連結されている。
　トーションバー１２を介するアッパーおよびロアーシャフト３ａ，３ｂ間の相対回転変
位量により操舵トルクを検出するトルクセンサ１３が設けられており、このトルクセンサ
１３のトルク検出結果は、ＥＣＵ（Electronic Control Unit ：電子制御ユニット）１４
に与えられる。ＥＣＵ１４では、トルク検出結果や車速センサ１５から与えられる車速検
出結果等に基づいて、操舵力（本実施の形態では操舵補助力）を発生するためのアクチュ
エータとしての第１および第２の電動モータ１６１，１６２を駆動制御する。
【００１６】
　第１および第２の電動モータ１６１，１６２の出力回転が伝動装置としての第１の減速
機構１７および第２の減速機構１８を介して減速されてピニオン軸７に伝達され、ラック
バー８の直線運動に変換されて、操舵が補助される。
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　第１および第２の電動モータ１６１，１６２と、第１の減速機構１７と、第１および第
２の電動モータ１６１，１６２並びに第１の減速機構１７を収容するハウジング１９とを
含む単一のユニットとしてのサブアセンブリＳＡが構成されている。
【００１７】
　第１の減速機構１７は、各電動モータ１６１，１６２の回転軸２０にそれぞれ同行回転
可能に連結された駆動部材としての駆動歯車２１１，２１２と、これらの駆動歯車２１１
，２１２に噛み合う従動部材としての従動歯車２２とを備えている。
　第２の減速機構１８は、第１および第２の電動モータ１６１，１６２により第１の減速
機構１７を介して回転駆動されるウォーム軸２３と、このウォーム軸２３に噛み合うと共
にステアリングシャフト３のロアーシャフト３ｂに同行回転可能に連結されたウォームホ
イール２４を備えている。すなわち第２の減速機構１８はウォームギヤ機構により構成さ
れている。
【００１８】
　図２を参照して、サブアセンブリＳＡは、互いに所定間隔を隔てて対向する第１の支持
板２５および第２の支持板２６を有している。第１の支持板２５は、第２の減速機構１８
を収容するギヤハウジング２７に、例えば固定ねじ２８を用いて締結されている。
　第１の支持板２５および第２の支持板２６の間に、両支持板２５，２６間の間隔を規制
するための複数の筒状のスペーサ２９が介在している。そのスペーサ２９に挿通された固
定ねじ３０を用いて、第１の支持板２５および第２の支持板２６が互いに固定されている
。例えば、第２の支持板２６のねじ挿通孔を挿通した固定ねじ３０が、第１の支持板２５
に形成されたねじ孔３１にねじ込まれることにより、両支持板２５，２６間にスペーサ２
９が挟持され、その結果、両支持板２５，２６が互いに固定されている。
【００１９】
　第１の減速機構１７の従動歯車２２とは同行回転する支軸３２が設けられている。一方
、第１および第２の支持板２５，２６には、それぞれ、第１および第２の支持孔３３，３
４が同一軸線上に並ぶように形成されている。従動歯車２２の支軸３２は、第１の支持孔
３３に保持された第１の軸受３５によって回転可能に支持されているとともに、第２の支
持孔３４に保持された第２の軸受３６を介して回転可能に支持されている。
【００２０】
　第２の支持板２６は、第１の支持板２５に対向する第１の面３７と、第１の面３７とは
反対側の第２の面３８とを有している。第２の支持板２６の第２の面３８に、各電動モー
タ１６１，１６２のモータハウジング３９が固定されている。
　具体的には、第２の支持板２６の第１の面３７側から、第２の支持板２６のねじ挿通孔
４０を通して、モータハウジング３９の端壁４１のねじ孔４２にねじ込まれた固定ねじ４
３を用いて、モータハウジング３９が、第２の支持板２６に固定されている。
【００２１】
　各電動モータ１６１，１６２のモータハウジング３９の端壁４１から、回転軸２０が突
出しており、回転軸２０は、第２の支持板２６に形成された挿通孔４４を挿通して、第１
および第２の支持板２５，２６間に延びている。各電動モータ１６１，１６２の回転軸２
０の端部にそれぞれ取り付けられた駆動歯車２１１，２１２が、共通の従動歯車２２に噛
み合っている。
【００２２】
　図３に示すように、第１および第２の電動モータ１６１，１６２のそれぞれの回転軸２
０に取り付けられた駆動歯車２１１，２１２は、従動歯車２２を挟んで対向する位置に配
置されている。
　図２を参照して、第１および第２の電動モータ１６１，１６２および第１の減速機構１
７を収容するハウジング１９は、第１の支持板２５と筒状のカバーハウジング４５とを組
み合わせて構成されており、内部に収容空間を区画している。カバーハウジング４５は、
一端４６ａが開放し第２の支持板２６の周囲を取り囲む筒状部４６と、その筒状部４６の
他端４６ｂを閉塞する端壁４７とを有している。
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【００２３】
　図４に示すように、カバーハウジング４５の筒状部４６の一端４６ａの周方向の一部か
ら径方向外方に延びる取付フランジ４８が設けられている。その取付フランジ４８を挿通
して第１の支持板の２５のねじ孔４９にねじ込まれた固定ねじ５０を用いて、カバーハウ
ジング４５が、第１の支持板２５に固定されている。
　図５を参照して、支軸３２は、従動歯車２２とは同行回転可能に且つ軸方向に同行移動
可能に設けられている。支軸３２は軸方向に浮動状に支持されている。具体的には、第１
の軸受３５は、第１の支持板２５の第１の支持孔３３に圧入された外輪５１と、支軸３２
がルーズフィットで嵌合された内輪５２と、外輪５１および内輪５２の間に介在する転動
体５３とを有する玉軸受からなる。
【００２４】
　また、第２の軸受３６は、第２の支持板２６の第２の支持孔３４に、圧入されて保持さ
れたスライドメタル等のすべり軸受からなる。ただし、第２の軸受３６として、玉軸受等
の転がり軸受を用いるようにしてもよい。
　支軸３２の外周には、支軸３２の軸方向に同行移動可能な環状の第１および第２の押圧
板５４，５５が取り付けられている。第１の押圧板５４は、第１の軸受３５と従動歯車２
２との間に配置され、第１の軸受３５の内輪５２の端面５２ａと第１の押圧板５４との間
に、例えばゴム製の環状の弾性部材５６が圧縮状態で介在している。
【００２５】
　また、第２の押圧板５５は、第２の軸受３６と従動歯車２２との間に配置され、第２の
軸受３６の端面３６ａと第２の押圧板５５との間に、環状の弾性部材５７が圧縮状態で介
在している。両弾性部材５６，５７によって、支軸３２が軸方向の双方に弾性支持されて
いる。
　したがって、従動歯車２２に働くスラスト力を弾性部材５６，５７によって弾性的に受
けることができるので、上記スラスト力に起因した、駆動歯車２１１，２１２および従動
歯車２２の伝達効率の低下を抑制することができ、また、上記スラスト力に起因して支軸
３２と各支持板２５，２６との間に発生する振動を抑制することができる。
【００２６】
　すなわち、複数の小型の電動モータ１６１，１６２を用いるとともに、第１の減速機構
１７を高減速比にしているので、急操舵などで高速回転したときに、各部品の組立精度の
ばらつき等により、電動モータ１６１，１６２の回転軸２０とは平行な方向に高いスラス
ト力が発生するおそれがある。仮に、電動モータ１６１，１６２において、回転軸２０を
玉軸受にて支持した場合には、部品点数が増加したり、異音が発生したりするおそれがあ
る。これに対して、本実施の形態では、上記の弾性部材５６，５７によって、上記のスラ
スト力を吸収することができ、これにより、伝達効率の低下を抑制することができ、また
、支軸３２と各支持板２５，２６との間に発生する振動を抑制することができる。
【００２７】
　再び、図２を参照して、ウォーム軸２３は、第１の減速機構１７の出力軸としての、従
動歯車２２の支軸３２とは同軸上に配置される。ウォーム軸２３は、その軸長方向に離隔
する第１および第２の端部２３ａ，２３ｂを有し、第１および第２の端部２３ａ，２３ｂ
間の中間部に歯部２３ｃを有する。
　ウォームホイール２４は、ステアリングシャフト３のロアーシャフト３ｂの軸方向中間
部に同行回転可能に且つ軸方向移動不能に連結されている。ウォームホイール２４は、ロ
アーシャフト３ｂに一体回転可能に結合される環状の芯金５８と、芯金５８の周囲を取り
囲み外周に歯部５９ａを形成した合成樹脂部材５９とを備える。芯金５８は、例えば合成
樹脂部材５９の樹脂成形時に金型内にインサートされるものである。
【００２８】
　第１の減速機構１７の出力軸としての、従動ギヤ２２の支軸３２と、ウォーム軸２３と
が同軸上に並べて配置されており、支軸３２およびウォーム軸２３は、互いの間に介在す
る継手６０を介して同軸的に動力伝達可能に連結されている。継手６０は、支軸３２とは
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同行回転する環状の入力部材６１と、ウォーム軸２３とは同行回転する環状の出力部材６
２と、入力部材６１および出力部材６２の間に介在し入力部材６１および出力部材６２を
動力伝達可能に連結する環状の弾性部材６３とを有している。
【００２９】
　ウォーム軸２３の第１および第２の端部２３ａ，２３ｂは、対応する第３および第４の
軸受６４，６５をそれぞれ介してギヤハウジング２７に回転可能に支持されている。第３
および第４の軸受６４，６５は例えば玉軸受からなる。
　第３および第４の軸受６４，６５の内輪６６，６７が、それぞれ、ウォーム軸２３の第
１および第２の端部２３ａ，２３ｂに一体回転可能に嵌合されている。各内輪６６，６７
は、ウォーム軸２３の対応する互いに逆向きの位置決め段部２３ｄ，２３ｅに、それぞれ
当接している。第３および第４の軸受６６，６７の外輪６８，６９は、ギヤハウジング２
７の対応する軸受保持孔７０，７１に保持されている。
【００３０】
　軸受保持孔７０に隣接するねじ部７２に、環状の固定部材７３がねじ込まれており、固
定部材７３が、第３の軸受６４の外輪６８の端面を押圧している。固定部材７３による押
圧力は、第３の軸受６４の内輪６６、ウォーム軸２３の位置決め段部２３ｄ、２３ｅ、第
４の軸受６５の内輪６７および外輪６９を介して、軸受保持孔７１の底部によって受けら
ている。これにより、第３の軸受６４および第４の軸受６５に予圧が付与されている。
【００３１】
　また、サブアセンブリＳＡには、従動歯車２２の回転角を検出する回転角検出装置とし
ての回転角センサ７４が備えられている。回転角センサ７４は、従動歯車２２の端面に同
行回転可能に取り付けられた例えば環状の可動部７５と、可動部７５に対向するように、
第１の支持板２５に固定された固定部７６とを備えている。固定部７６に可動部７５の回
転変位を検出するための検出部が設けられている。回転角センサ７４の出力信号は、ＥＣ
Ｕ１４に与えられるようになっている。
【００３２】
　従動歯車２２の回転角は、各電動モータ１６１，１６２の回転軸２０の回転角に対して
、駆動歯車２１１，２１２および従動歯車２２のギヤ比に基づく一定の相関を有している
。そこで、ＥＣＵ１４では、回転角センサ７４によって検出された、従動歯車２２の回転
角と上記ギヤ比に基づいて、各電動モータ１６１，１６２の回転軸２０の回転角を演算す
る。このため、各電動モータ１６１，１６２には、通常設けられているレゾルバ等の回転
角センサを設ける必要がなく、構造を簡素化することができる。
【００３３】
　電動モータ１６１，１６２の回転角検出のために、従動歯車２２の回転角を検出する回
転角センサ７４の出力を用いるので、第２の減速機構１８による減速の前の段階で、回転
角を検出するので、例えば本車両用操舵装置１が駐車支援システムに適用された場合にお
いて、駐車支援のときに、操舵角を精度良く制御することが可能となる。
　本実施の形態によれば、第１および第２の電動モータ１６１，１６２と、第１の減速機
構１７と、およびこれらを収容するハウジング１９等が、サブアセンブリＳＡとしてユニ
ット化されている。したがって、例えば、各電動モータ１６１，１６２を共通とし、第１
の減速機構１７の減速比を変更することにより、ユニットの仕様を容易に変更することが
できる。これにより、上記ユニットを種々の特性の車両用操舵装置１に容易に適用するこ
とができる。
【００３４】
　製造コストの高い電動モータの共通化を図ることにより、種々のユニットを製作すると
きの全体としてのコストを削減することができる。電動モータの体格を小さくできるので
、サブアセンブリＳＡ全体としての軽量化を図ることができ、ひいては、車両用操舵装置
１全体としての重量を削減することができる。
　特に、小型で高回転型の電動モータ１６１，１６２と高減速比の第１の減速機構１７を
組み合わせることで、小型でも、高出力を得ることが可能となる。また、複数の電動モー
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タ１６１，１６２および第１の減速機構１７等をサブアセンブリＳＡとし予め組み立てて
おくことができるので、組み立て性がよい。
【００３５】
　また、第１の減速機構１７が駆動歯車２１１，２１２および従動歯車２２を含み、電動
モータ１６１，１６２の回転軸２０と従動歯車２２の支軸３２とが平行であるので、下記
の利点がある。すなわち、各電動モータ１６１，１６２の回転軸２０の軸方向に関して、
駆動歯車２１１，２１２および従動歯車２２を同じ位置に配置することができるので、回
転軸２０の軸方向に関して、サブアセンブリＳＡを小型にすることができ、ひいては車両
用操舵装置１を小型にすることができる。
【００３６】
　第１の減速機構１７の伝動方式が、互いに噛み合わされる駆動歯車２１１，２１２およ
び従動歯車２２を用いる歯車伝動であるので、動力伝達が確実である。駆動歯車２１１，
２１２および従動歯車２２としては、互いに噛み合う平歯車であってもよいし、互いに噛
み合う山歯歯車であってもよいし、互いに噛み合うはす歯歯車であってもよい。特に、は
す歯を用いた場合には、歯の噛み合い率を高くすることができるので、高出力を伝達する
うえで好ましい。
【００３７】
　また、操舵力を発生するアクチュエータとして複数の電動モータ１６１，１６２が設け
られ、第１の減速機構１７の複数の駆動歯車２１１，２１２のそれぞれが、対応する電動
モータ１６１，１６２の回転軸２０にそれぞれ接続されるとともに従動歯車２２に伝動可
能に連結されている。したがって、下記の利点がある。すなわち、複数の電動モータ１６
１，１６２を横並びで配置するとともに、対応する電動モータ１６１，１６２の回転軸２
０に接続された各駆動歯車２１１，２１２および従動歯車２２を、上記回転軸２０の軸方
向に関して同じ位置に配置することができる。したがって、電動モータ１６１，１６２の
回転軸２０の軸方向に関して、サブアセンブリＳＡをより小型にすることができ、ひいて
は車両用操舵装置１をより小型にすることができる。
【００３８】
　また、本実施の形態では、各電動モータ１６１，１６２に内蔵される回転角センサを廃
止し、従動歯車２２の回転角を検出する回転角センサ７４を設けたが、これに代えて、何
れか１つの駆動歯車２１１，２１２の回転角を検出する回転角センサを設けるようにして
もよい。また、これらに代えて、何れか１つの電動モータ１６１，１６２の回転軸２０の
回転角を検出する回転角センサを設けるようにしてもよい。
【００３９】
　次いで、図６は本発明の別の実施の形態を示している。図６を参照して、本実施の形態
が図２の実施の形態と主に異なるのは、図２の実施の形態の第１の減速機構１７では、各
電動モータ１６１，１６２の回転軸２０に連結された駆動歯車２１１，２１２が、共通の
従動歯車２２に噛み合っていたのに対して、図６の実施の形態の第１の減速機構１７Ａで
は、支軸３２の同軸に連結された第１の従動歯車２２１および第２の従動歯車２２２を設
け、第１の従動歯車２２１が駆動歯車２１１と噛み合い、第２の従動歯車２２２が駆動歯
車２１２と噛み合うようにした点にある。
【００４０】
　また、第１の従動歯車２２１および第２の従動歯車２２２は、ともに、はす歯歯車から
なり、第１の従動歯車２２１の歯すじ方向Ｘ１と、第２の従動歯車２２２の歯すじ方向Ｘ
２とが互いに異なっている。具体的には、歯すじ方向Ｘ１，Ｘ２は、支軸３２の軸方向に
対して、互いに逆向きに傾斜している。
　本実施の形態では、図５の実施の形態で設けられていた押圧板５４，５５および弾性部
材５６，５７は廃止されている。本実施の形態において、図２の実施の形態と同じである
構成要素には同一の符号を付してある。
【００４１】
　本実施の形態によれば、第１の従動歯車２２１および第２の従動歯車２２２に作用する
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駆動反力の軸方向成分（スラスト力）が、互いに逆方向に働いて相殺される。その結果、
特に高速回転のときに、スラスト力に起因した、第１の減速機構１７Ａの伝達効率の低下
を抑制することができる。すなわち、第１の減速機構１７Ａの伝達効率を向上することが
できる。
【００４２】
　複数の電動モータ１６１，１６２を組み合わせた場合、減速のための歯車の噛み合い部
の箇所が増える。このため、異音の抑制や伝達効率の低下の抑制のためには、歯車間の高
い組付精度が要求され、その結果、製品の不良率が高くなるおそれがある。これに対して
、はす歯歯車の組み合わせを用いた場合には、上記のようにスラスト力を抑制する効果が
期待できるので、組付精度を過度に高くする必要がない。
【００４３】
　図２の実施の形態では、アクチュエータとして２つの電動モータ１６１，１６２を用い
たが、これに限らない。例えば、図７Ａおよび図７Ｂの第１の減速機構１７Ｂに示すよう
に、第１、第２および第３の電動モータ１６１，１６２，１６３を用いるようにしてもよ
い。この場合にも、各電動モータ１６１～１６３の回転軸２０にそれぞれ連結された駆動
歯車２１１，２１２，２１３は、従動歯車２２の周方向に等間隔で配置されることになる
。
【００４４】
　３つの電動モータ１６１～１６３を設ける場合、３つの電動モータ１６１～１６３のう
ち何れか１つの電動モータに異常が発生したときに（すなわち、フェールのときに）、残
りの正常な２つの電動モータを用いて、必要な操舵を確保することが好ましい。
　具体的には、下記の表１のモード１に示すように、通常動作のときは、第１の電動モー
タ１６１を左右の操舵に用い、残りの第２の電動モータ１６２を右操舵のみに用い、第３
の電動モータ１６３を左操舵のみに用いる場合がある。この場合、左操舵および右操舵の
それぞれにおいて、２つの電動モータを用いることになり、各操舵のための十分な出力を
得ることができる。
【００４５】
　そして、第１、第２および第３の電動モータ１６１～１６３の何れか１つにフェールが
発生したときに、下記の表１に示すモード２，３を択一的に実行したり、モード４，５を
択一的に実行したり、モード６，７を択一的に実行したりするようにしてもよい。
【００４６】
【表１】

【００４７】
　表１を参照して、左右の操舵に用いていた第１の電動モータ１６１にフェールが発生し
たときには、モード２の制御を実施するようにしてもよいし、また、モード２に代えて、
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モード３の制御を実施するようにしてもよい。
　モード２では、第１の電動モータ１６１に対する駆動制御を停止し、且つ、正常に機能
している第２および第３の電動モータ１６２，１６３を、それぞれ、通常のときと同じよ
うに、右操舵および左操舵にそれぞれ寄与させる。ただし、フェールのときには、操舵の
ための出力が、通常のときの出力の半分となる。
【００４８】
　モード３では、第１の電動モータ１６１に対する駆動制御を停止し、且つ、第２および
第３の電動モータ１６２，１６３の双方を、左操舵にも右操舵にも寄与させるように、第
２および第３の電動モータ１６２，１６３に対する駆動制御を切り換える。
　次いで、右操舵に用いていた第２の電動モータ１６２にフェールが発生したときには、
モード４の制御を実施するようにしてもよいし、また、モード４に代えて、モード５の制
御を実施するようにしてもよい。
【００４９】
　モード４では、第２の電動モータ１６２に対する駆動制御を停止し、且つ、正常に機能
している第１の電動モータ１６１および第３の電動モータ１６３を、通常のときと同じよ
うに機能させる。すなわち、第１の電動モータ１６１を左操舵および右操舵に寄与させる
。また、第３の電動モータ１６３を、左操舵のみに寄与させる。ただし、モード４では、
フェールのときに右操舵のための出力が、通常のときの半分となる。
【００５０】
　モード５では、第２の電動モータ１６２に対する駆動制御を停止し、且つ、正常に機能
している第１の電動モータ１６１を、通常のときと同じように、左操舵および右操舵に寄
与させる。また、通常のときに左操舵のみに寄与している第３の電動モータ１６３を、左
操舵にも右操舵にも寄与させるように、第３の電動モータ１６３に対する駆動制御を切り
換える。
【００５１】
　次いで、左操舵に用いていた第３の電動モータ１６３にフェールが発生したときには、
モード６の制御を実施するようにしてもよいし、また、モード６に代えて、モード７の制
御を実施するようにしてもよい。
　モード６では、第３の電動モータ１６３に対する駆動制御を停止し、且つ、正常に機能
している第１の電動モータ１６１および第２の電動モータ１６２を、通常のときと同じよ
うに機能させる。すなわち、第１の電動モータ１６１を左操舵および右操舵に寄与させる
。また、第２の電動モータ１６２を右操舵のみに寄与させる。ただし、モード６では、フ
ェールのときに左操舵のための出力が、通常のときの半分となる。
【００５２】
　モード７では、第３の電動モータ１６３に対する駆動制御を停止し、且つ、正常に機能
している第１の電動モータ１６１を、通常のときと同じように、左操舵および右操舵に寄
与させる。また、通常のときに右操舵のみに寄与している第２の電動モータ１６２を、左
操舵にも右操舵にも寄与させるように、第２の電動モータ１６２に対する駆動制御を切り
換える。
【００５３】
　また、図８Ａおよび図８Ｂに示すように、４つの電動モータ１６１，１６２，１６３，
１６４を用いるようにしてもよい。この場合にも、各電動モータ１６１，１６２，１６３
，１６４の回転軸２０にそれぞれ連結された駆動歯車２１１，２１２，２１３，２１４は
、従動歯車２２の周方向に等間隔で配置されることになる。
　４つの電動モータ１６１～１６４を設ける場合、下記の表２のモード１に示すように、
通常動作のときは、第１および第３の電動モータ１６１，１６３を右操舵のみに用い、第
２および第４の電動モータ１６２，１６４を左操舵のみに用いる場合がある。この場合、
左操舵および右操舵のそれぞれにおいて、２つの電動モータを用いることになり、各操舵
のための十分な出力を得ることができる。
【００５４】
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【表２】

【００５５】
　そして、４つの電動モータ１６１～１６４のうち、何れか１つの電動モータに異常が発
生したときには、残りの正常な３つの電動モータを用いて、必要な操舵を確保することが
好ましい。例えば表２に示すように、第１の電動モータ１６１に異常が発生したときには
、表２のモード２に示すように、第１の電動モータ１６１の駆動制御を停止し、且つ、第
２，第３および第４の電動モータ１６２，１６３，１６４を、それぞれ、通常のときと同
じように、左操舵のみ、右操舵のみ、左操舵のみに寄与させる。ただし、この場合、フェ
ールのときの右操舵の出力が、通常のときの出力の半分になる。
【００５６】
　また、表２のモード２に代えて、表２のモード３を実行するようにしてもよい。表２の
モード３では、第１の電動モータ１６１の駆動制御を停止する。また、通常のときに左操
舵のみに寄与していた第２の電動モータ１６２を、左操舵および右操舵に寄与するように
、第２の電動モータ１６２に対する駆動制御を切り換える。また、第３および第４の電動
モータ１６３，１６４を、それぞれ、通常のときと同じように、右操舵のみ、左操舵のみ
に寄与させる。　　
【００５７】
　一方、４つの電動モータ１６１～１６４のうち、何れか２つの電動モータに異常が発生
したときには、残りの正常な２つの電動モータを用いて、必要な操舵を確保することが好
ましい。例えば表２に示すように、第１および第２の電動モータ１６１，１６２に異常が
発生したときには、表２のモード４に示すように、第１および第２の電動モータ１６１，
１６２の駆動制御を停止する。また、第３および第４の電動モータ１６３，１６４を、そ
れぞれ、通常のときと同じように、右操舵のみ、左操舵のみに寄与させる。ただし、フェ
ールのときの操舵の出力が、通常のときの出力の半分となる。
【００５８】
　また、表２のモード４に代えて、表２のモード５を実行するようにしてもよい。表２の
モード５では、第１および第２の電動モータ１６１，１６２の駆動制御を停止する。また
、通常のときに片側の操舵のみに寄与していた第３および第４の電動モータ１６３，１６
４のそれぞれを、左操舵にも右操舵にも寄与させるように、第３および第４の電動モータ
１６３，１６４に対する駆動制御を切り換える。この場合、フェールのときにも通常のと
きと同じ操舵の出力が得られる。
【００５９】
　また、４つの電動モータ１６１～１６４を設ける場合、下記の表３のモード１に示すよ
うに、通常動作のときは、第１の電動モータ１６１を左操舵および右操舵に寄与させ、第
２の電動モータ１６２を右操舵のみに寄与させ、第３の電動モータ１６３を左操舵のみに
寄与させ、第４の電動モータ１６４を休止させておく場合がある。すなわち、第４の電動
モータ１６４をフェールのときのために待機させておく。
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【００６０】
【表３】

【００６１】
　そして、第１の電動モータ１６１に異常が発生したときには、表３のモード２に示すよ
うに、第１の電動モータ１６１の駆動制御を停止する。また、第２および第３の電動モー
タ１６２，１６３を、それぞれ、通常のときと同じように、右操舵のみ、左操舵のみに寄
与させる。また、通常のときに休止していた第４の電動モータ１６４を、左操舵にも右操
舵にも寄与させるように、第４の電動モータ１６４を駆動制御する。この場合、フェール
のときにも通常のときと同じ操舵の出力を得ることができる。
【００６２】
　また、第２の電動モータ１６２に異常が発生したときには、表３のモード３に示すよう
に、第２の電動モータ１６２の駆動制御を停止する。また、第１の電動モータ１６１を、
通常のときと同じように、左操舵および右操舵に寄与させる。また、第３の電動モータ１
６３を、通常のときと同じように、左操舵のみに寄与させる。また、通常のときに休止し
ていた第４の電動モータ１６４を、右操舵に寄与させるように、第４の電動モータ１６４
を駆動制御する。この場合、フェールのときにも通常のときと同じ操舵の出力を得ること
ができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【００６３】
　また、第３の電動モータ１６３に異常が発生したときには、表３のモード４に示すよう
に、第３の電動モータ１６３の駆動制御を停止する。また、第１の電動モータ１６１を、
通常のときと同じように、左操舵および右操舵に寄与させる。また、第２の電動モータ１
６２を、通常のときと同じように、右操舵のみに寄与させる。また、通常のときに休止し
ていた第４の電動モータ１６４を、左操舵に寄与させるように、第４の電動モータ１６４
を駆動制御する。この場合、フェールのときにも通常のときと同じ操舵の出力を得ること
ができる。　　
【００６４】
　上記の各実施の形態では、第１の減速機構に歯車機構を用いたが、これに限らない。例
えば、図９Ａおよび図９Ｂに示すように、ベルト・プーリ機構からなる第１の減速機構１
７Ｄを用いてもよい。４つの電動モータ１６１～１６４を用いる場合に則して説明すると
、第１、第２、第３および第４の電動モータ１６１～１６４の回転軸２０に、それぞれ、
駆動部材としての駆動プーリ８１１，８１２，８１３，８１４が同行回転可能に取り付け
られている。これら駆動プーリ８１１～８１４および従動部材としての従動プーリ８２が
、無端帯８３を介して伝動可能に連結されている。従動プーリ８２とは同行回転する支軸
８４が、第１の減速機構１７Ｄの出力軸を構成する。図示していないが、従動プーリ８２
の支軸８４が、継手を介して第２の減速機構のウォーム軸に連結される。
【００６５】
　また、第１および第４の電動モータ１６１，１６４の回転軸２０に連結された駆動プー
リ８１１，８１４および従動プーリ８２が、無端帯８３に内接し、第２および第３の電動
モータ１６２，１６３の回転軸２０に連結された駆動プーリ８１２，８１３が、無端帯８
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３に外接している。
　本実施の形態では、無端帯８３の取りまわしの自由度が高いので、駆動プーリ８１１～
８１４および従動プーリ８２の設置の自由度を高くすることができる。ひいては、スペー
スの狭い箇所にも車両用操舵装置１を設置することが可能となる。
【００６６】
　また、無端帯８３に外接する駆動プーリ８１２，８１３および無端帯８３に内接する駆
動プーリ８１１，８１４の一方が他方に対して、無端帯８３を押し付けるように、無端帯
８３に張力を負荷することになる。したがって、別途に無端帯８３のためのテンショナを
設ける必要がなく、構造を簡素化することができる。
　次いで、図１０，図１１および図１２は、本発明のさらに別の実施の形態を示している
。図１２に示すように、複数の電動モータとしての第１および第２の電動モータ１６１，
１６２が設けられており、図１０に示すように、各電動モータ１６１，１６２の回転軸２
０と、ウォーム軸２３とが平行に配置され、上記回転軸２０とウォーム軸２３との間に、
第１の減速機構１７Ｅが配置されている。
【００６７】
　第１および第２の電動モータ１６１，１６２と、第１の減速機構１７Ｅと、ウォーム軸
２３と、ウォームホイール２４の一部と、これらを収容するハウジング１９Ｅとによって
、単一のユニットとしてのサブアセンブリＳＡ１が構成されている。
　各電動モータ１６１，１６２のモータハウジング３９が、ハウジング１９Ｅに固定され
ている。また、ウォームホイール２４の残りの部分を収容するギヤハウジング２７Ｅと、
ハウジング１９Ｅとが、互いに対向する対向板８５，８６を有している。これらの対向板
８５，８６間に、例えばゴム板などの弾性体８７が介在する状態で、両対向板８５，８６
がねじ８８により、ねじ８８の軸方向に相対移動可能に連結されている。サブアセンブリ
ＳＡ１のハウジング１９Ｅが、ギヤハウジング２７Ｅによって弾性体８７を介して弾性的
に支持されている。
【００６８】
　具体的には、弾性体８７としては、対向板８５，８６の全面に沿うゴム材を用いるよう
にしてもよいし、各ねじ８８を取り囲む環状のものを用いてもよい。その場合、弾性体８
７としては、例えば、図１１に示すような環状のゴム板を用いてもよいし、また、Ｏリン
グを用いてもよいし、また、スプリングワッシャを用いてもよいし、また、２枚の金属ワ
ッシャ間にゴム材を挟んだ複合ワッシャを用いてもよい。
【００６９】
　また、ハウジング１９Ｅおよびハウジング２７Ｅの締結は、両ハウジング１９Ｅ，２７
Ｅの周囲に巻かれる締め付けバンドを用いるようにしてもよい。
　図１１に示すように、ギヤハウジング２７Ｅの対向板８５とハウジング１９Ｅの対向板
８６との間に、環状の弾性体８７が挟持された状態で、対向板８５のねじ挿通孔８９に挿
通されたねじ８８が、対向板８６のねじ孔９０にねじ込まれている。
【００７０】
　再び図１０を参照して、ウォーム軸２３の第１および第２の端部２３ａ，２３ｂは、ハ
ウジング１９Ｅに保持された第１および第２の軸受９１，９２によって、回転可能に支持
されている。各電動モータ１６１，１６２は、いわゆる両軸モータからなり、各電動モー
タ１６１，１６２の回転軸２０の一端２０ａおよび他端２０ｂが、モータハウジング３９
から互いに逆方向に突出している。
【００７１】
　各電動モータ１６１，１６２の回転軸２０の一端２０ａとは同行回転可能に連結された
駆動歯車２１１が、ウォーム軸２３の第１の端部２３ａとは同行回転可能に連結された従
動歯車２２１に噛み合わされている。一方、図１２に示すように、各電動モータ１６１，
１６２の回転軸２０の他端２０ｂとは同行回転可能に連結された駆動歯車２１２が、ウォ
ーム軸２３の第２の端部２３ｂとは同行回転可能に連結された従動歯車２２２に噛み合わ
されている。
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【００７２】
　すなわち、第１の減速機構１７Ｅが、２つの駆動歯車２１１および従動歯車２２１の組
と、２つの駆動歯車２１２および従動歯車２２２の組という２つの並列な伝達経路を持つ
ように構成されている。両組の減速比は互いに等しくなるようにされている。ただし、何
れか一方の組を廃止するようにしてもよい。
　本実施の形態によれば、ギヤハウジング２７ＥおよびサブアセンブリＳＡ１のハウジン
グ１９Ｅの互いの対向板８５，８６間に弾性体８７を介在させており、両対向板８５，８
６の直接接触を避けているので、下記の利点がある。すなわち、電動モータ１６１，１６
２、第１の減速機構１７Ｅおよびウォーム軸２３を支持しているサブアセンブリＳＡ１の
ハウジング１９Ｅから、ウォームホイール２４やステアリングシャフト３を支持している
ギヤハウジング２７Ｅ側へ振動や騒音が伝達されることを防止することができる。
【００７３】
　また、ギヤハウジング２７Ｅおよびハウジング１９Ｅの対向板８５，８６間の間隔の設
定により、ウォーム２３ｃおよびウォームホイール２４間のバックラッシの量を調整した
り、管理したりすることが可能となる。
　また、電動モータ１６１，１６２、第１の減速機構１７Ｅおよびウォーム軸２３を支持
しているサブアセンブリＳＡ１を弾性支持しているので、ステアリング操作を開始すると
きの第２の減速機構１８の起動トルクを低減することができ、その結果、操舵フィーリン
グを向上することができる。
【００７４】
　また、ウォーム軸２３の両端２３ａ，２３ｂに設けられた従動歯車２２１，２２２を介
してウォーム軸２３に動力を伝達するので、安定してウォーム軸２３を駆動することがで
きる。
　本発明は上記各実施の形態に限定されるものではなく、例えば、図２の実施の形態のよ
うに駆動部材、従動部材として駆動歯車２１１，２１２、従動歯車２２を用いる場合にお
いて、従動歯車２２の回転角を検出する回転角センサ７４に代えて、図１３に示すように
、何れか１つの駆動歯車２１１，２１２の回転角を検出する回転角センサ７４Ａを設ける
ようにしてもよいし、また、上記の回転角センサ７４に代えて、図１４に示すように何れ
か１つの電動モータ１６１，１６２の回転軸２０の回転角を検出する回転角センサ７４Ｂ
を設けるようにしてもよい。
【００７５】
　図１３および図１４の実施の形態においても、第２の減速機構１８による減速の前の段
階で、回転角を検出するので、例えば本車両用操舵装置１が駐車支援システムに適用され
た場合において、駐車支援のときに、操舵角を精度良く制御することが可能となる。
　また、図９Ａの実施の形態のように駆動部材および従動部材に駆動プーリ、従動プーリ
を採用する場合において、図示していないが、従動プーリ８２（複数の従動プーリが設け
られる場合には、何れか１つの従動プーリ）の回転角を検出する回転角センサを用いても
よいし、駆動プーリ８１１～８１４の何れか１つの回転角を検出する回転角センサを用い
てもよいし、電動モータ１６１～１６４の何れか１つの回転角を検出する回転角センサを
用いてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】本発明の一実施の形態の車両用操舵装置としての電動パワーステアリング装置の
概略構成を示す模式図である。
【図２】電動パワーステアリング装置の要部の断面図である。
【図３】電動モータおよび第１の減速機構のレイアウトを示す概略図である。
【図４】サブアセンブリのハウジングの要部の断面図である。
【図５】従動歯車の支持構造の断面図である。
【図６】本発明の別の実施の形態の車両用操舵装置としての電動パワーステアリング装置
の要部の断面図である。２つの従動歯車を用いる例を示している。
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【図７Ａ】本発明のさらに別の実施の形態の第１の減速機構および電動モータの概略図で
ある。３つの電動モータを用いる例を示している。
【図７Ｂ】図７Ａの第１の減速機構および電動モータの斜視図である。
【図８Ａ】本発明のさらに別の実施の形態の第１の減速機構および電動モータの概略図で
ある。４つの電動モータを用いる例を示している。
【図８Ｂ】図８Ａの第１の減速機構および電動モータの斜視図である。
【図９Ａ】本発明のさらに別の実施の形態の第１の減速機構および電動モータの概略図で
ある。４つの電動モータおよび無端帯を用いる例を示している。
【図９Ｂ】図９Ａの第１の減速機構および電動モータの斜視図である。
【図１０】本発明のさらに別の実施の形態の車両用操舵装置としての電動パワーステアリ
ング装置の要部の概略断面図である。
【図１１】図１０の電動パワーステアリング装置の要部の拡大図である。
【図１２】図１０の電動パワーステアリング装置の要部を別角度から切断した模式的断面
図である。
【図１３】本発明のさらに別の実施の形態の車両用操舵装置としての電動パワーステアリ
ング装置の要部の断面図である。何れか１つの駆動歯車の回転角を検出する回転角センサ
を用いる例を示している。
【図１４】本発明のさらに別の実施の形態の車両用操舵装置としての電動パワーステアリ
ング装置の要部の断面図である。何れか１つの電動モータの回転軸の回転角を検出する回
転角センサを用いる例を示している。
【符号の説明】
【００７７】
　１…電動パワーステアリング装置（車両用操舵装置）、２…操舵部材、３…ステアリン
グシャフト、５…中間軸、７…ピニオン軸、８…ラックバー、Ａ…ラックアンドピニオン
機構（舵取り機構）、１１…転舵輪、１４…ＥＣＵ、１６１，１６２，１６３，１６４…
電動モータ、１７，１７Ａ，１７Ｂ，１７Ｃ，１７Ｄ，１７Ｅ…第１の減速機構、１８…
第２の減速機構、１９，１９Ｅ…ハウジング、ＳＡ，ＳＡ１…サブアセンブリ、２０…回
転軸、２１１，２１２，２１３，２１４…駆動歯車（駆動部材）、２２；２２１，２２２
…従動歯車（従動部材）、２３…ウォーム軸、２４…ウォームホイール、２５…第１の支
持板、２６…第２の支持板、２７，２７Ｅ…ギヤハウジング、３２…支軸、３５…第１の
軸受、３６…第２の軸受、３９…モータハウジング、４５…カバーハウジング、４６…筒
状部、４７…端壁、７４，７４Ａ，７４Ｂ…回転角センサ（回転角検出装置）、８１１，
８１４…駆動プーリ（無端帯に内接する駆動部材）、８１２，８１３…駆動プーリ（無端
帯に外接する駆動部材）、８２…従動プーリ（従動部材）、８３…無端帯



(16) JP 5282939 B2 2013.9.4

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】



(17) JP 5282939 B2 2013.9.4

【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０】

【図１１】



(18) JP 5282939 B2 2013.9.4

【図１２】 【図１３】

【図１４】



(19) JP 5282939 B2 2013.9.4

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  瀬川　雅也
            大阪府大阪市中央区南船場３丁目５番８号　株式会社ジェイテクト内
(72)発明者  野上　良治
            大阪府大阪市中央区南船場３丁目５番８号　株式会社ジェイテクト内

    審査官  佐々木　智洋

(56)参考文献  特開平０２－０２８０６３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－２３０６９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－３５４７５５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－３３８５５３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－０５３４１６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２９３９８２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ６２Ｄ　　　５／０４　　　　
              Ｆ１６Ｈ　　　１／１６　　　　
              Ｆ１６Ｈ　　　１／２２　　　　
              Ｆ１６Ｈ　　３７／０２　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

